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パーソントリップ調査は，都市圏全体において統計的に有意なサンプルを抽出して調査を実施し，全体

の動きを把握しているが，地方部の路線バス利用者など全体に占める割合が小さなカテゴリーに含まれる

動きは補足精度が低くなっている． 

しかしながら今後更に進展する少子高齢社会における都市交通計画の検討を行う上では，これらの絶対

量が小規模なカテゴリーに該当する人々の動きを的確にとらえることが重要と考えられる． 

このような中で，人口の約半数の動きを補足することができる携帯電話網の運用データを基にした流動

データ（人口流動統計データ）が開発され，より精度の高い人流が補足できるようになってきている．こ

のデータは目的や手段が把握できない等の課題があるものの，パーソントリップ調査データの課題を補完

するのに非常に有効なデータと考えられる． 

本稿では，人口流動統計データの高い精度をパーソントリップ調査データへ反映することを視野に小規

模カテゴリーの移動に着目して補足状況やトリップ特性を評価した． 

     Key Words : urban transportation planning,person trip survey,mobaile spatial dynamics,small sample 

data 

1. はじめに 

超高齢社会の進展が著しい我が国では，より利便性の

高い交通手段の導入や都市構造の見直しなど様々な施策

の立案が求められ，この検討に活用できる人の動きの分

析が可能なパーソントリップ調査（以下，「PT 調査」

とする．）の重要性がますます高まっている．PT 調査

は「総合都市交通体系調査の手引き（案）」1)では，概

ね 10 年ごとに実施することを推奨しているが，調査主

体である地方自治体の財政事情の悪化などに伴い，地方

都市圏を中心に継続的な実施がなされていない状況であ

る． 

また，PT 調査においても統計的に有意なサンプル数

を確保している状況ではあるが，自動車分担率の高い地

方都市圏では，わずか数％の分担率である公共交通の利

用実態を十分に把握できているともいえない状況と考え

られる． 

一方，情報通信技術の進展に伴い，携帯電話やカーナ

ビゲーション，交通系 IC カードなどの情報を活用する

ことで，より多くの人の動きを 24時間，365日把握する

ことが可能となってきた 2)-5)．情報毎にデータの特性や

利用の制約等があるものの，これら交通関連ビッグデー

タと PT 調査データ等を含む既存の交通関連統計データ

を組み合わせることで，より詳細な人の動きの把握が期

待されている． 

このような中で，携帯電話網を活用した人々の動き

（OD）の把握が可能な「人口流動統計データ」の実用

化に向けた研究 6)が進められてきており，大量サンプル
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（全国約 7,000 万人のうち，法人名義のデータなどを除

く）の流動に関する統計情報を 365日・24時間の任意時

間帯で作成が可能となるなどの質・量ともに優れたデー

タの都市交通計画への活用が期待されている． 

本研究の目的は，都市交通計画への活用が大きく期待

され，実用化に向けて研究が進められている「人口流動

統計データ」について，その特性や優位性，又は課題に

着眼し，PT 調査データと比較・検証を行い，今後の活

用可能性を考察することである． 

「人口流動統計データ」により，これまで PT 調査を

実施しないと把握できない人の動きを把握することが可

能になるため，人口減少や高齢化の進展が著しく，早期

の都市交通施策の検討・導入が急がれる地方中小都市に

対する重要な役割を果たすことも期待できる． 

2.  人口流動統計データの概要 

(1) 人口流動統計の概要

本研究で用いる人口流動統計は今井ら 6)が要件定義し

たデータを基に比較・整理を行った． 

人口流動統計とは，NTT ドコモの携帯電話網運用デ

ータ（全国の利用者約 7,000 万人のうち，法人名義のデ

ータなどを除く）に基づき，移動・滞留判定を行うこと

で作成される人口の流動（OD）を示す統計情報である．

（図-1） 

データ作成処理は，個人を識別するデータの削除（非

識別化処理），人口の推計（集計処理），推計された人

口から少人数データの除去（秘匿処理）を経て行われて

いる． 

このような 3段階処理により，複数時間帯に跨る移動

量を示す OD量と，時間帯別の移動人口・滞留人口の推

計が可能となる．定義されたデータ要件の範囲内で，24

時間 365日のうちの任意の日時指定，任意の地域区分に

よるデータ作成が可能であることが特徴である． 

図-1 人口流動統計データのイメージ 

(2) 推計手法

携帯電話網ではいつでも着信できるように，基地局に

おいて一定時間（およそ 1時間）毎に携帯電話が所在す

る基地局エリア（以下，「セル」という．）を周期的に

把握しており，この仕組みを活用することで人口流動統

計が作成される． 

しかしながら，基地局で観測される信号は必ずしも

人々の移動に伴い発生するものではないため，観測され

る信号から移動を判定することが必要となる．今回用い

た人口流動統計は，移動・滞留判定基準として 1km 以

上離れた基地局で信号を受信した場合を移動として扱い，

1kmを超えて移動せず 1時間以上滞在した場合に滞留と

判定している．（図-2） 

このため，人口流動統計データには 1km 未満のトリ

ップは必然的に存在しないことになる． 

移動・滞留判定処理の後，NTT ドコモの携帯電話台

数と住民基本台帳人口との比を拡大係数として，拡大処

理が行われる． 

なお，拡大係数は地域や時間帯毎に NTT ドコモの普

及率や携帯電話の在圏状況，性・年齢等の人口構成が異

なるため，居住地別に性・年齢・時間帯ごとに設定され

る． 

移動・滞留判定基準 ・

移動判定距離（1km）を超えずに

一定時間（60分）以上いた場合 滞留
移動判定距離（1km）を
超えた場合

移動

図-2 移動・滞留の判定イメージ 

3. 宇都宮都市圏を対象としたデータの比較

平成31年のLRT導入を見据えて公共交通網の見直しを

検討している宇都宮都市圏を対象にPT調査データと人

口流動統計データの比較検証を行う．比較検証に用いる

人口流動統計は，NTTドコモにてモバイル空間統計ガイ

ドライン7)に準拠し，作成されたものである． 

なお，宇都宮都市圏では平成 26年 5月に PT調査を実

施しており，この調査結果と平成 27年 10月の人口流動

統計データを比較した． 

(1) 宇都宮都市圏の概要

宇都宮都市圏は栃木県の中部に位置する 14 市町で構

成される都市圏であり，都市圏内ゾーン（計画基本ゾー

ン）126 が設定されている．このうち宇都宮市中心部で

設定されている面積の非常に小さい（1.0km
2を大きく下
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回る）ゾーンを集約し，概ね 1.0km
2を確保できるゾーニ

ングとした． 

図-3 宇都宮都市圏の概要 

(2) 発生集中量の比較

a) 比較を行うための各データの調整

人口流動統計データと PT 調査データの比較を行うた

め，両データの制約条件に合わせて人口流動統計データ，

PT 調査データそれぞれの調整を行い，同一条件となる

データセットを作成した．（表-1） 

人口流動統計として，1 日 OD 量および朝時間帯（6

時台～9時台）のOD量を用いた． 

表-1 各データの調整内容 

データ 項目 調整内容 調整手法

PT 年齢 年齢の整合
15歳未満及び75歳以上のト
リップを削除

PT 移動距離 1km未満トリップの削除
小ゾーン内々及び小ゾーン間
(直線)1km未満トリップを削除

モバイル 居住地 域外居住者の削除 域外居住者のトリップを削除

※：人口流動統計データは，15～74歳のデータ

※：PTデータはマスターデータから生成したデータ

※：人口流動統計データ（モバイル）は，計画基本ゾーン単位のデータ
（大ゾーン比較はこのデータを集約したもの）

b) 大ゾーン（市町）単位の比較

大ゾーン単位の 1日当たり発生集中量を比較した場合，

人口流動統計データが PT 調査データに比べ 2％～79％

多い傾向となった．最も発生集中量が大きい宇都宮市で

は約 25％（約 40 万 T.E）多くなった．（図-4，図-5）

差のばらつきについては，宇都宮市や鹿沼市，日光市，

下野市，さくら市など比較的人口規模の大きい都市では

概ね 25％程度人口流動統計が大きい値を示した．一方

で人口が 4万人を下回る町では，40％～80％程度人口流

動統計の値が大きい結果となった．ただし，人口規模は

4 万人未満であるがサンプル率の高い芳賀町の整合率は

高くなっている．（表-2） 

PT 調査はアンケートでのトリップ把握のため，すべ

てのトリップを把握できていない可能性が否定できない

ことから，携帯電話により取得されるトリップが多くな

っているものと想定され，人口規模が小さく，サンプル

数が小さくなる自治体ではこの影響により差が大きくな

る傾向があると考えられる． 
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図-4 宇都宮都市圏大ゾーン別発生集中量の比較 

図-5 宇都宮都市圏大ゾーン別発生集中量の比較 

（人口流動統計/PT調査） 

宇都宮市 518,761 26.3% 9.41% 125.8%
鹿沼市 98,384 11.6% 4.14% 125.9%
真岡市 79,579 10.7% 4.14% 135.5%
日光市 83,446 － 4.14% 127.1%
壬生町 39 ,944 12 .0% 4 .14% 167 .6%
上三川町 31,055 13.3% 4.14% 121.8%
高根沢町 29 ,656 13 .3% 4 .14% 149 .3%
下野市 59,444 11.2% 4.14% 124.1%
芳賀町 15,201 28.2% 9.41% 102.4%
さくら市 44,916 5.5% 1.97% 123.6%

那須烏山市 27 ,012 7 .3% 1 .97% 142 .7%
益子町 23 ,299 4 .9% 1 .97% 160 .3%
茂木町 13 ,188 6 .9% 1 .97% 129 .4%
市貝町 11 ,724 6 .0% 1 .97% 179 .3%

※：日光市は対象地域が一部のためサンプル率は非表示としている
※：サンプル率は今回集計値

市町村名 人口 サンプル率
必要

サンプル率
人口流動統計
/PT調査

表-2 宇都宮都市圏の人口規模とサンプル率 

つぎに年齢階層別の比較を行った．年齢階層は，20

歳未満（15～19 歳），20～64 歳，65 歳以上（65 歳～74

大ゾーン    ： 14 

中ゾーン    ： 32 

計画基本ゾーン：126 

凡例
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歳）の 3区分とした．人口流動統計は，5歳階層区分の

データであるため，3 区分に集計した上で PT 調査デー

タと比較した．比較結果では，全年齢（15～74 歳）に

比べて差が大きくなり，特に 20 歳未満（15～19 歳）で

差が大きくなった．（図-4～図-9） 

これは，5 歳階層ごとの人口流動統計データでは推計

対象となる人口が小さくなるため，計画基本ゾーンレベ

ルでは秘匿処理される ODの組合せが多いことが影響し

ていると考えられる． 
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図-6 宇都宮都市圏内市町村別発生集中量の比較 

（15～19歳） 
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図-7 宇都宮都市圏内市町村別発生集中量の比較 

（20～64歳） 
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図-8 宇都宮都市圏内市町村別発生集中量の比較 

（65～74歳） 

図-9 宇都宮都市圏内市町村別発生集中量の比較 

（人口流動統計/PT調査，15～19歳） 

図-10 宇都宮都市圏内市町村別発生集中量の比較 

（人口流動統計/PT調査，20～64歳） 

図-11 宇都宮都市圏内市町村別発生集中量の比較 

（人口流動統計/PT調査，65～74歳） 

凡例

凡例

凡例
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また，朝時間帯（6 時台～9 時台）で比較を行った場

合は，芳賀町を除き人口流動統計データのトリップ数が

多くなった．（図-12，図-13） 
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図-12 宇都宮都市圏内市町村別発生集中量の比較 

（6～9時台） 

図-13 宇都宮都市圏内市町村別発生集中量の比較 

（人口流動統計/PT調査，6～9時台） 

c) 計画基本ゾーン単位の比較

計画基本ゾーンごとの発生集中量（年齢・時間区分な

し）を人口流動統計データと PT 調査データで比較した

場合，両データの相関は高く（相関係数：0.935），整

合性は高い．（図-14） 

ただし，各ゾーンの発生集中量は人口流動統計データ

が多くなる傾向である．（図-15） 

これは，大ゾーン単位での比較と同様の傾向となって

おり，人口流動統計データは，PT 調査データで把握し

にくい立ち寄りなどのトリップを捉えていることが要因

と考えられる．ただし，短時間滞在である場合は複数ト

リップがまとめられる可能性があるため，留意が必要で

ある． 

一方，年齢階層（3 区分）で比較した場合では，大ゾ

ーン単位同様に 15～19歳の階層で相関係数は 0.763と他

の階層に比べ低い結果（図-16）となり，20～64 歳及び

65～74 歳の発生集中量の比較では，両データの相関は

高く，どちらも 0.9 前後の相関係数となっている．（図

-17，図-18） 

ゾーン別発生集中量の比率では，各年代でゾーン面積

が小さい都心部で人口流動統計データの発生集中量が少

ない傾向である．これは人口流動統計データでは推計対

象外となる 1km 未満の短距離トリップが多い可能性が

あること，都心部では短時間滞在のトリップが多い可能

性があること，5 歳階級抽出を行ったことによる秘匿処

理の影響によるものと考えられる．（図-19～図-21） 

図-14 宇都宮都市圏ゾーン別発生集中量の比較 

（人口流動統計/PT調査） 
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図-15 宇都宮都市圏ゾーン別発生集中量の比較（属性なし） 
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図-16 宇都宮都市圏ゾーン別発生集中量の比較（15～19歳） 

相関係数：0.935 

相関係数：0.763

凡例
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図-17 宇都宮都市圏ゾーン別発生集中量の比較（20～64歳） 
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図-18 宇都宮都市圏ゾーン別発生集中量の比較（65～74歳） 

図-19 宇都宮都市圏ゾーン別発生集中量の比較（15～19歳） 

（人口流動統計/PT調査） 

図-20 宇都宮都市圏ゾーン別発生集中量の比較（20～64歳） 

（人口流動統計/PT調査） 

図-21 宇都宮都市圏ゾーン別発生集中量の比較（65～74歳） 

（人口流動統計/PT調査） 

(3) ゾーン間需要（OD量）の比較

a) OD量の比較

PT 調査データにおけるゾーン間トリップのサンプル

が多いトリップを対象に OD量を比較した結果，両者の

相関係数は 0.908 と高い状況であるが，全体として PT

データのOD量が多い傾向である．（図-22） 

とくに，トリップ数が少ないゾーン間において PT 調

査データと人口流動統計のOD量の差が大きくなった． 

R² = 0.8241
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図-22 ゾーン間需要の比較 

発生トリップ数が大きいゾーンは工業系ゾーンとなっ

ており（図-23，表-3），PT 調査では把握できない業務

系トリップが人口流動統計データでは十分把握できてい

る可能性が考えられる． 

また，集中トリップ数が大きいゾーンは大学が立地す

るゾーン等となっており，学生（最もサンプル率の低い

年齢層）の行動といった，やはり PT 調査では把握しに

くい対象のトリップが人口流動統計で取得できているこ

とに起因しているものと想定される． 

一方で，トリップ数が少ないゾーンは，住宅地の隣接

ゾーンである．（図-23，表-4）これらの人口密集地域

凡例
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では，買い物目的などによる短時間滞在のトリップ，も

しくは短距離トリップが多く発生しており，人口流動統

計の移動・滞留判定処理（1km 未満は移動判定しない

等）では集計対象外としていることによるものと推察さ

れる． 

表-3 人口流動統計データのOD量が多いゾーンとその特性 

発 着
212 4 0 平出工業団地

215 0 3 宇都宮大学

801 0 3 済生会病院、県立宇都宮北高校

ゾーン№
ゾーン特性

（主要立地施設等）

トリップ数が多いペア数

表-4 人口流動統計データのOD量が少ないゾーンとその特性 

発 着
702 1 5 文星芸大、宇都宮女子高、住宅地

503 3 2 住宅地、がんセンター

600 1 3 住宅地

ゾーン特性ゾーン№
トリップ数が少ないペア数

図-23 サンプルの多いゾーン間の需要比較 

b) 小サンプルカテゴリーの比較

ゾーン間需要の比較に加え，PT 調査データで十分に

把握できていない，小サンプルカテゴリーの比較として，

路線バス利用の高齢者トリップに着目して検証を行った． 

PT調査 ODデータを用いて 65歳以上の年齢区分に限

定し，宇都宮市内の代表交通手段が路線バスのトリップ

があるゾーン間の需要（全手段）を抽出した．つぎに， 

PT調査で抽出されるODと同一ODを人口流動統計デー

タから抽出し，ゾーン別発生量とゾーン人口を比較した

（図-24）．この結果，人口流動統計は，PT 調査に比べ

ゾーン人口との相関が高い傾向であることが確認された． 

また，これらゾーン間需要を比較すると，人口流動統

計のトリップ数が多くなる傾向であり（図-25），高齢

層のトリップが PT 調査よりも多く把握されていること

が確認された． 

これは，アンケート調査を主体とする PT 調査では，

立ち寄り交通等の移動が省かれて記載されている可能性

が考えられ，人口流動統計は，高齢者の移動がより多く

把握できている． 

＜人口流動統計＞   ＜PT調査＞ 
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図-24 路線バストリップのあるゾーンの発生量と人口の比較 

（65～74歳） 
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図-25 路線バストリップのあるゾーン間需要比較 

（65～74歳） 

また，抽出した両データの集中量差をゾーン別に比較

した（図-26）．この結果，都心部の公共交通利用が集

中するゾーンでは概ね整合が取れているが，郊外部のゾ

ーンで人口流動統計の集中量が多くなっており，特に郊

外部間の移動がより把握できている可能性が考えられる．

一方で，路線バス利用者の大半が買い物などの目的地に

おいて短時間しか滞在しない場合，人口流動統計では到

着エリアが短時間滞在地点ではなく居住地などがある都

心周辺部となっている可能性にも留意する必要がある． 

図-26 路線バストリップのあるODの集中量の比較 

（人口流動統計-PT調査） 
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(4) 比較結果のまとめ

宇都宮都市圏を対象に，大ゾーン及び計画基本ゾーン

単位における発生集中量，更に OD 量について，PT 調

査データと人口流動統計データの比較を行った． 

両データの非常に高い相関性が示す通り，人口流動統

計データは，PT 調査で把握される人々の動きを十分に

とらえていることが確認された． 

更に，PT 調査で精度向上が求められる路線バス利用

移動の精度向上の可能性について高齢層を対象とした路

線バス利用のあるゾーン間需要の比較から，より多くの

高齢者移動データの把握可能性が示唆された． 

しかしながら，人口流動統計データには，データ生成

過程における短距離トリップの除外，短時間滞在トリッ

プの到着エリアの捉え方，ゾーニングや属性の細分化に

より秘匿処理において少人数データが集計対象から除外

されるなどの特性があるため，以下に示すこれらの影響

に留意した活用が求められる． 

①短距離トリップ（1km 未満）の除外に伴う，ゾーン

内々交通への影響 

②短時間滞在トリップが到着エリアの捉え方に与える影

響 

③ゾーニング，性・年齢，時間区分など属性の細分化に

よる秘匿処理の影響 

今後これらの留意点を踏まえたデータの生成・補正を

行うことができれば，より精度の高い人口流動統計情報

として PT 調査の補完など都市交通分野での活用が進む

ことが期待される． 

4. 今後の課題

PT 調査データと人口流動統計データの比較から，両

データの相関が高く相対的精度が確保されていると言え

るが，実需要としては両データともに制約があることか

ら，今回示した値が正確な数値ということはできない．

また，人口流動統計は属性やゾーニングなどの細分化の

条件により秘匿処理の影響を受ける．このため先に示し

たデータ特性による影響を念頭に，以下の点等での検

討・検証を行い，更に有用性を検証する必要があると考

える． 

・居住人口や学校生徒数，企業の従業者数など実需要

（人数）との比較 

・人口流動統計の特性を活かした，データ仕様改善（発

生（又は集中）ゾーンの空間解像度拡大等）の検討 
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